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河川部 河川管理課河川部 河川管理課

河川保全専門官 国頭 正信

直轄管理している河川直轄管理している河川

河川関係事務所 １２箇所

８水系、１７河川８水系、１７河川

管理延長 約１,３００ｋｍ
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概ね、各事務所の出張所単位で年間を通じて行う工事で、主に概ね、各事務所の出張所単位で年間を通じて行う工事で、主に

工事の大半は、堤防除草が占めているが、その他工事の大半は、堤防除草が占めているが、その他
の作業は、不定期かつ迅速な対応が求められる。の作業は、不定期かつ迅速な対応が求められる。の作業は、不定期かつ迅速な対応が求められる。の作業は、不定期かつ迅速な対応が求められる。
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■堤防除草の刈草の無償提供

堤防除草（肩掛け式）堤防除草（肩掛け式）

パッカ－車による運搬パッカ－車による運搬堤防除草（機械式）堤防除草（機械式）

洪水期前の変状箇所の発見

パッカ－車による運搬パッカ－車による運搬

堤防除草（肩掛け式）堤防除草（肩掛け式）堤防除草（肩掛け式）堤防除草（肩掛け式）

法面の穴 沈下

堤防の穴、沈下、亀裂、湿潤化等の発見
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・ゴミの不法投棄・ゴミの不法投棄
・河川環境の保全

・洪水による流木等の河川管理施設への堆積等による
施設操作への障害防止

主に不法投棄された塵芥をある程度まとめて処理

施設操作への障害防止

■地域住民との連携

不法投棄対策

撤去

クリ－ン作戦クリ－ン作戦

排水機場の操作支障 出水による漂着ゴミ

４

・施設の健全化・施設の健全化
・河川の安全な利用

フェンス補修

階段補修 標識補修

・災害時の初動対応→機動性を求められる

水質事故対応 出水時の状況把握
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・施設の健全化・施設の健全化
・河川の安全な利用

フェンス補修

階段補修 標識補修

出水時緊急対応

・災害時の初動対応→機動性を求められる

出水時緊急対応

水質事故対応 出水時の状況把握

５－２

①「河川管理」という性格上、年間を通じて契約

→災害や塵芥処理等への迅速な対応→災害や塵芥処理等への迅速な対応

②作業が不定期、不確定

→塵芥処理や地元要望など契約後の指示事項
が多いため、待機時間（不稼働期間）が長い

工種 ４月 ７月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月５月 ６月 ８月 ９月

が多いため、待機時間（不稼働期間）が長い

工種 ４月 ７月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

堤防除草

塵芥処理

５月 ６月 ８月 ９月

水質事故や地震は発生が
予測出来ないため、通年で
契約し、その都度施工指示

準
備
期
間

後
片
付塵芥処理

施設補修

契約し、その都度施工指示
するため、不定期

準
備
期
間

後
片
付
け
期
間

災害対応等

期
間

６



③施工範囲（対象範囲）が広い

→概ね、1出張所管内→概ね、1出張所管内
長いところでは、片岸30㎞程になる

鎌庭出張所管内
伊讃出張所管内

石井出張所管内
氏家出張所管内

30

鎌庭出張所管内 石井出張所管内

管理区間約１００㎞管理区間約１００㎞

管内が長い出張所は片岸30㎞程にも管内が長い出張所は片岸30㎞程にも
なり、複数の市町村をまたぐ

７

これらの特徴から・・これらの特徴から・・
○年間を通じて、切れ目のない機動的な維持管○年間を通じて、切れ目のない機動的な維持管
理を行う上での重要な工事である。

反面

●広い施工区間や不特定な部分の多い工事で
あることから、不調・不落が多い。あることから、不調・不落が多い。

・工事ロットの拡大や難工事指定 等・工事ロットの拡大や難工事指定 等

契約方法の工夫として、平成２１年度から契約方法の工夫として、平成２１年度から
複数年契約（試行）を実施。
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【発注者側】【発注者側】

①年度を跨いだ作業をする事により、切れ目のな

１年目 １年目

①年度を跨いだ作業をする事により、切れ目のな
い河川管理が可能。（不調不落リスクの軽減）

工種 ４月 ５月６月 ７月８月９月10月11月12月１月２月３月４月５月６月７月８月 ９月10月11月12月１月２月３月

堤防除草

１年目 １年目

後
片
付

不調・不落

塵芥処理

災害対応等

後
片
付
け
・準
備

不調・不落
のリスク！

②発注ロットを大きくすることによるコスト縮減

③発注等事務作業の軽減③発注等事務作業の軽減
９－１

【発注者側】【発注者側】

①年度を跨いだ作業をする事により、切れ目のな

１年目 １年目

①年度を跨いだ作業をする事により、切れ目のな
い河川管理が可能。（不調不落リスクの軽減）

１年目 ２年目

工種 ４月 ５月６月 ７月８月９月10月11月12月１月２月３月４月５月６月７月８月 ９月10月11月12月１月２月３月

堤防除草

１年目 １年目

後
片
付

不調・不落

工種 ４月 ５月６月 ７月８月９月10月11月12月１月２月３月４月５月６月７月８月 ９月10月11月12月１月２月３月

堤防除草

１年目 ２年目

塵芥処理

災害対応等

後
片
付
け
・準
備

不調・不落
のリスク！

塵芥処理

災害対応等

継続的な維持管理が可能継続的な維持管理が可能

例えば、3月31日に水質事故等が
あった場合の対応が可能

②発注ロットを大きくすることによるコスト縮減

③発注等事務作業の軽減③発注等事務作業の軽減
９－２



【受注者側】【受注者側】

①複数年間仕事が保証される（入札競争リスクの①複数年間仕事が保証される（入札競争リスクの
解消、資金繰りの目途）

②工事書類が少なくなる

③複数年間同一作業をするため、現場を熟知す
る事による（２年目以降の）作業効率、危機管理る事による（２年目以降の）作業効率、危機管理
の向上

１０

5.4 5.3
6.0 

（応札者数） 応札者数／件数（関東）
ただし、都市部と地方部で
比べたら、以前として、都市

4.0 

4.7 4.7

3.0 

4.0 

5.0 

比べたら、以前として、都市
部の応札者数の増加は見
受けられない。

1.0 

2.0 

3.0 

平成２１年度の試行から応札者数が増加 ■都市部の維持管理工事の特徴

・背後地に民家が近接しており、刈草
の散乱や作業中の飛び石など、細か

0.0 

1.0 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

9

（年度）

の散乱や作業中の飛び石など、細か
な配慮が求められる。

応札者数／件数（県別）（応札者数）

5

6

7

8

9

Ｈ２１年度

Ｈ２２年度

調布取水堰付近

2

3

4

5 Ｈ２２年度

Ｈ２３年度

Ｈ２４年度

Ｈ２５年度

0

1

山梨県 神奈川県 埼玉県 東京都 群馬県 栃木県 千葉県 茨城県

都市部の背後地の状況（多摩川）
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応札者数／件数（関東）（応札者数）

・平成２２年度以降の複数年契約・平成２２年度以降の複数年契約
は、全て２ヵ年の期間を設定。

・応札者は、２ヵ年の契約のほうが
良い？

平成２２年度の試行から応札者数が増加

■各年度複数年契約件数
・平成２１年度 ６件平成２２年度の試行から応札者数が増加

Ｈ２０ ５４社⇒Ｈ２１ ４１社
・平成２２年度 ９件
Ｈ２１ ３６社⇒Ｈ２２ ４６社
・平成２３年度 ２件

・初めての試みであり、各社様子を

（年度） Ｈ２２ １２社⇒Ｈ２３ １５社
・平成２４年度 ３件
Ｈ２３ １３社⇒Ｈ２４ １６社
・平成２５年度 １５件

・初めての試みであり、各社様子を
見たのか？
・３ヵ年と言う期間が長すぎたのか？

Ｈ２４ ６６社⇒Ｈ２５ ７８社

１２

（件数）

東日本震災の影響？Ｈ２４から茨城県、千葉県
の不調・不落が出てきている。

87

78
81 80

90

100
発注件数

不調不落件数
応札者は試行した複数
年契約をどう考える？

発注件数の78

67

80

60

70

80
■平成２４年度複数年
契約の応札者を対象に
アンケートを実施。

発注件数の
内複数年契
約件数

40

50

60

20

30

１５

5 4
0

6
2

0

10

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５
（年度）

３年契約

６
９

２ ３

２年契約

３年契約

新規の複数年契約
の発注
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【主な理由】
■有効と感じる
・長期契約による施工体制が確保できる。

【主な理由】
■経営面
・長期的に仕事が確保されて経営面上有利。・長期契約による施工体制が確保できる。

■有効と感じない意見
・除草作業が確保されるだけである。
■どちらとも言えない
・配置技術者が複数年束縛される。

・長期的に仕事が確保されて経営面上有利。
■資機材の購入面
・資機材と人員の長期計画の立案が可能。

・詰所・看板類などの移設費にかかる費用が削
減できる。・配置技術者が複数年束縛される。 減できる。

１４

【アンケートの結果】

・複数年契約により、仕事が長期・複数年契約により、仕事が長期

に保証されることは、人員や資機

材確保の上で、有効である。材確保の上で、有効である。

ただし、毎年、発注される維持管

理工事に適用すること対しては、

有効と考えていない。

・除草作業期間だけでなく、年間を

通して、定量的な仕事量が必要。

【主な理由】
■受注機会が減る。

通して、定量的な仕事量が必要。

■受注機会が減る。
・入札物件が減ることなり、受注機会が減る。
■経営面で魅力を感じない。
・従前の単年度発注が良い。
■その他■その他
・工事の実績が翌年度に反映できない。

１５



○複数年契約は、発注者にとって、危機管理の向上、コ
スト縮減及び発注書類の軽減が図られたが、受注者に
とっては、長期的に仕事量は確保されることは良いが、
受注機会が減るなど、一概に良いことばかりとは言えな
い。
○不調・不落対策としては、次年度の担い手確保として
有効であるが、一方、応札状況を見ると、１件当たりに対有効であるが、一方、応札状況を見ると、１件当たりに対
して応札者が増加傾向であり、これは受注機会の減少
による影響であるかなど、今後、更なる分析が必要であによる影響であるかなど、今後、更なる分析が必要であ
る。

○また、都市部での応札者数は、以前として、低迷して
おり、複数年契約の導入のほか、民家と隣接した都市型
除草などの積算の考え方などについても、検討が必要
である。 １６

ご静聴ありがとうございました。


